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 第 ３ 回  熊本県議会道州制問題等調査特別委員会会議記録 

 
平成23年10月３日(月曜日) 

            午前10時02分開議 

            午前11時48分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 （１） 地方分権改革について 

 （２） 道州制について 

 （３） 政令指定都市について 

 （４） 閉会中の継続審査事件について 

  ――――――――――――――― 

出席委員(16人) 

        委 員 長 中 村 博 生 

        副委員長 溝 口 幸 治 

        委  員 前 川   收 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 平 野 みどり 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 山 口 ゆたか 

        委  員 上 田 泰 弘 

        委  員 東   充 美 

        委  員 泉   広 幸 

        委  員 杉 浦 康 治 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 橋 口 海 平 

欠席委員(なし) 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 総務部 

         部 長 駒 崎 照 雄 

       市町村局長 小 嶋 一 誠 

        人事課長 古 閑 陽 一 

        財政課長 浜 田 義 之 

        税務課長 出 田 貴 康 

     市町村行政課長 能 登 哲 也 

     市町村財政課長 山 口 洋 一 

企画振興部 

      総括審議員兼 

       政策審議監 河 野   靖 

        企画課長 坂 本   浩 

健康福祉部 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

環境生活部 

      政策審議監兼 

      環境政策課長 内 田 安 弘 

 商工観光労働部 

      政策審議監兼 

      商工政策課長 田 中  典 

 農林水産部 

    農林水産政策課長 国 枝   玄 

 土木部 

        監理課長 金 子 徳 政 

   都市計画課審議員兼 

        課長補佐 平 山 高 志 

教育委員会事務局 

     教育政策課長 田 中 信 行 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 川 上 智 彦 

     政務調査課主幹 板 橋 徳 明 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○中村博生委員長 皆さん、おはようござい

ます。ただいまから第３回道州制問題等調査

特別委員会を開会いたします。 

 まず最初に、駒崎総務部長より報告がある

ということでございますので、よろしくお願

いいたします。 
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○駒崎総務部長 おはようございます。委員

長のお許しを得まして、一言だけ御報告をさ

せていただきます。 

 昨日10月２日に本県職員が、児童買春ポル

ノ禁止法違反の疑いで熊本北警察署に逮捕さ

れました。被害者の方並びに御家族に対しま

して、心からおわびをいたします。 

 また、法令を遵守すべき県職員がこのよう

な不祥事を引き起こし、県民の皆様の信頼を

裏切るこことなったことに対しまして、重ね

ておわびを申し上げます。 

 今後のことにつきましては、本日は２点目

のみ簡潔に申し上げます。 

 １つは、逮捕された職員に対する処分につ

きましては、詳細な事実を確認の上、速やか

に厳正に対処してまいります。 

 ２点目は、職員全体についてでございます

が、改めて法令遵守の徹底を図るよう早急に

対応してまいる所存でございます。今後と

も、よろしくお願い申し上げます。 

 

○中村博生委員長 それでは、審議に入りま

す。 

 まず執行部からの説明の後に、一括して審

議を行いたいと思います。 

 説明に当たっては、可能な限り簡潔にお願

いいたします。 

 それでは、手元の委員会次第に沿いまし

て、順次説明をお願いいたします。 

 議第１及び２について、坂本企画課長より

お願いいたします。 

 

○坂本企画課長 企画課長の坂本です。座っ

たまま、説明させていただきます。 

 まず、地方分権改革関係について御説明い

たします。１ページをお開きください。 

 右の欄に、地域主権改革における主な動き

を整理しておりますが、前回６月に御報告い

たしましてから以降の動きとして、８月26日

に第２次一括法が成立したことを記載してお

ります。正式名称は、地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律ということで、４

月に成立いたしました第１次一括法と同じ名

称になっております。 

 続きまして２ページは、22年６月に閣議決

定された地域主権戦略大綱の概要版でござい

ます。前回も添付しておりましたので、説明

は割愛させていただきます。 

 ３ページ以降、第２次一括法について御説

明させていただきます。 

 第２次一括法は、地域主権戦略大綱を踏ま

え、基礎自治体への権限移譲と、義務付け・

枠付けの見直しと条例制定権の拡大のため

に、188本の関係法律の改正を行うもので

す。基礎自治体への権限移譲に関しては、都

道府県の権限の市町村への移譲ということ

で、これまで保健所設置市までとされていた

未熟児の訪問指導を市町村まで移譲するな

ど、47本の法律改正になっております。 

 また、義務付け・枠付けの見直しに関して

は、公立学校の収容定員の基準の廃止や公園

等のバリアフリー化構造基準の条例委任な

ど、160本の法律改正を行う内容になってお

ります。８月26日に成立、同30日に公布され

ておりまして、直ちに施行できるものは公布

日施行ということで、８月30日に施行されて

おります。 

 政省令等の整備が必要なものは11月30日施

行、また地方自治体の条例や体制整備が必要

なものは24年４月１日施行とされておりま

す。 

 ４ページ、５ページをお願いいたします。 

 こちらは、基礎自治体への権限移譲と義務

付け・枠付けの見直しの改正概要を示したも

のです。ここに示しておりますのは、全体の

一部でございますので、かなりボリュームが

多い法律改正になっております。県庁内部に

おきましても、関係課が多岐にわたるため情

報の共有を図るなど連携して取り組むととも
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に、関係課はそれぞれ条例改正等必要な対応

を計画的に進めているところでございます。

６ページ、７ページにその工程表を示してお

ります。 

 ６ページは、基礎自治体への権限移譲に係

る工程表です。基礎自治体への権限移譲につ

いては、多くの事務が平成24年４月施行とさ

れており、８月30日の公布後、約半年間とい

う短い期間での事務の引き継ぎが必要になり

ます。そのため、公布後直ちに市町村向けの

説明会を開催いたしました。具体的な事務引

き継ぎは、10月から12月をめどに事務ごとに

個別説明の実施や研修会の開催、マニュアル

等の作成・配付を行うこととしております。

県としても権限移譲により住民サービスの低

下につながることがないよう、事務引き継ぎ

など万全の体制で取り組むこととしておりま

す。 

 ７ページが、義務付け・枠付けの見直しの

うち施設・公物設置管理基準に係る条例制定

改正の工程表です。 

 今後、これまで国が定めていた基準の根拠

や目的、本県を取り巻く状況等を踏まえて、

条例で定める基準の方向性を検討していく必

要があります。第１次及び第２次一括法に伴

う条例整備については、国の政省令の整備状

況等にもよりますが、早いものでは次回の11

月定例会以降、順次条例制定改正の御提案を

行っていくことを考えております。また、市

町村においても同様に条例整備の必要がある

ため、県としても必要な情報の提供や支援を

行ってまいります。 

 第２次一括法については、以上です。 

 続きまして、国の出先機関の原則廃止と、

その受け皿として検討しております九州広域

行政機構の現在の状況について、御説明いた

します。 

 ８ページをお開きください。九州広域行政

機構に関する経緯をまとめたものです。 

 昨年から現在までの経緯を、国の動き、全

国知事会、関西広域連合の動き、そして九州

知事会の動きの３列で整理しております。 

 平成23年７月、国は第２回のアクションプ

ラン推進委員会を開催し、関係する省庁や地

方自治体の首長等が出席して、意見交換が行

われました。 

 九州地方知事会からは、大分県知事の広瀬

会長が出席し、関西広域連合からも橋下大阪

府知事が出席して、それぞれ説明されまし

た。 

 その後、同じく７月に第12回の地域主権戦

略会議が開催され、アクションプラン推進委

員会の内容が報告されました。 

 また、地方に移る職員の処遇等を検討する

人材調整準備会合の設置が決定されました。

これを受けて、８月には第１回の人材調整準

備会合が開かれており、福岡県の小川知事が

出席して説明をしております。会議では、人

員の地方移管の取り扱いについて、関係省

庁、自治体関係者による意見交換が行われた

模様ですが、議事の詳細については非公開と

されております。 

 ９ページからは、７月の第２回アクション

プラン推進委員会の資料です。 

 ９ページ、10ページが、内閣府が示した国

の出先機関移譲に関する特例制度の骨子、素

案です。これは、現行法の広域連合制度をベ

ースに、出先機関を地方へ移譲する場合の特

例について素案を示したものです。広域連合

がベースとなっておりますが、２、対象の

(1)制度を利用できる主体の最初の米印にあ

るように、九州提案の広域行政機構について

は引き続き検討の上、制度化する場合には広

域連合と同様に取り扱うとされています。 

 次の、(2)移譲対象では、８府省13機関等

の事務権限が対象とされており、次の行の括

弧、出先機関単位ですべての事務権限を移譲

することを基本とするとされており、これは

九州から主張していた丸ごと移譲の趣旨が反

映されているものと理解しております。 
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 次の３、基本方針と次のページの４、実施

計画は、地方への移譲を実施する際の手続に

ついての記載です。 

 まず３、基本方針ですが、政府は基本方針

を閣議決定することとしており、その基本方

針には、２段落目にありますように、移譲対

象出先機関、移譲対象から除外される事務権

限、移譲対象出先機関の所管区域と広域連合

の区域の関係等を規定することとされており

ます。 

 このように定められた基本方針に対して、

地方としては、３段落目にありますように、

広域連合の議会の議決を経て、内閣総理大臣

に対して移譲対象出先機関の拡大など、新た

な措置に係る提案を行うことができ、政府は

提案を受けて、必要に応じて基本方針を変更

しなければならないようになっており、基本

方針に地方の意向が反映されるような仕組み

となっております。これも、九州地方知事会

がことし２月に提案した広域行政機構法(仮

称)骨子(案)の内容が反映されているものと

理解しております。 

 次のページ、４、実施計画ですが、広域連

合は、国の出先機関の移譲に係る実施計画の

案を、広域連合議会の議決を経て内閣総理大

臣に提出し、認定を受けることとなっていま

す。 

 米印で、各機関の任意の一部事務権限だけ

の移譲を受けることは、原則として不可とさ

れており、丸ごと移譲の趣旨があらわれてい

ると理解していますが、次の段落に、内閣総

理大臣は実施計画の認定を行うには、関係行

政機関の長の同意を得なければならないとさ

れており、担当大臣の同意を得るという、こ

の点については懸念が残るところです。 

 ７、財源に係る措置については、九州地方

知事会からも再三要請してまいりました、移

譲に伴う財源の確保について、移譲される事

務権限の執行に要する財源について必要な措

置を講ずることが明記されております。 

 次の８、職員に係る措置ですが、移譲され

る国の出先機関の職員は、移譲の日において

事務権限を処理する広域連合の職員となるこ

ととされており、これも九州から主張してい

たしていた人員まで含めた丸ごと移譲の趣旨

が反映されているものと理解しております。 

 最後に、国の実施体制として全閣僚で構成

する出先機関改革推進本部を内閣に置くこと

が示されております。 

 以上のような内閣府の特例制度の素案と、

九州から主張していた九州広域行政機構がど

のような関係になっているかについてです

が、これを内閣府が整理したのが次の11ペー

ジの「新しい広域的実施体制の制度設計につ

いて」という資料です。左に九州広域行政機

構、右に現行法の広域連合制度を置いて、各

項目について比較・整理してあり、内閣府の

対応案がまん中に記載されています。合議制

の理事会の設置、包括外部監査の導入、丸ご

と移譲など、九州の考え方を反映した内容と

なっています。一方、対応案の一番上の枠囲

みの中では、設置の手続については、あくま

で広域連合をベースに組み立てられており、

事務の持ち寄りが必要とされるなど、この点

では九州の考え方が取り入れられてはおりま

せん。 

 １つページを飛ばしまして、13ページをお

開きください。 

 このアクションプラン推進委員会に九州地

方知事会から大分県知事の広瀬会長が出席し

ており、その際に示したペーパーです。６月

の委員会でも御説明しました広域行政機構法

(仮称)骨子(案)のポイントをまとめたもの

で、国のブロック単位の出先機関を丸ごと移

譲すること、ブロック単位の出先機関の移譲

を受けるための新たな組織、すなわち広域行

政機構を設置する制度を創設すること、広域

行政機構に地域住民の意思を反映するための

仕組み(ガバナンス)を確保すること、そして

国による財源措置は具体的な手続を法律で規
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定することを主張しております。その中で

も、特に財源については、他の地域の出先機

関と比べて不利が生じないよう、法律で担保

することなど具体的な手続を法律で規定する

ことを求めています。 

 戻りまして、12ページをごらんください。

内閣府が示した、今後の検討スケジュールで

す。 

 ７月の第２回のアクションプラン推進委員

会と第12回の地域主権戦略会議以降、広域的

実施体制の枠組みの検討、移譲対象事務権限

の範囲の検討、人員移管等の枠組みの検討を

行い、９月には再びアクションプラン推進委

員会と地域主権戦略会議を開いて、移譲対象

出先機関決定に向けての中間取りまとめを示

し、順次法案化作業を進めて、12月には移譲

対象出先機関、事務権限の決定を行うことと

されています。 

 しかしながら、この７月の第２回アクショ

ンプラン推進委員会では、関係省庁からさま

ざまな異論が出されたようであります。主な

ものとしては、出先機関が国の出先機関でな

くなったときに、国民の生命・財産を守れる

のか、今回の東日本大震災を検証した上で検

討していくようなスケジュールとすべきでは

ないか、受け皿組織が広域連合のように抜け

るのも解消するのも可能な組織であっていい

のか、国立公園は国の宝なので、国が責任を

持って保護していくなど、さまざまな意見が

出されております。 

 現在のところ、９月中の予定であったアク

ションプラン推進委員会も地域主権戦略会議

も開催されておらず、中間取りまとめはいま

だ示されておりません。既にこのスケジュー

ルにはおくれが生じているというのが現状で

ございます。 

 地方分権改革関係の説明は、以上でござい

ます。 

 続きまして、道州制関係について御報告さ

せていただきます。お手元の資料16ページ

を、お開きください。 

 前回の報告から、動きのあったものをゴシ

ック体で記載しております。道州制関係の動

きを、一覧にしております。 

 ８月23日に超党派の国会議員、地方自治体

首長などが出席する道州制懇話会のシンポジ

ウムが開催されました。その概要を17ページ

に記載しております。 

 コーディネーターに、道州制懇話会の代表

で参議院議員のみんなの党、江口克彦氏、パ

ネリストとして三菱総研理事長の小宮山宏

氏、元経済企画庁長官の堺屋太一氏、中央大

学経済部教授の佐々木信夫氏が出席し、今な

ぜ道州制なのかをテーマとした公開討論が行

われました。 

 シンポジウムでは、なぜ道州制か、道州制

のメリットと課題等の論点について討論さ

れ、堺屋氏からは規格大量生産する中央集権

体制ではなく、多様な創造性を市民が選ぶこ

とができる道州制を導入する必要があるこ

と、小宮山氏からは、みずからが議長となっ

ている宮城県震災復興会議では、自分たちの

暮らしから考えて、東北ぐらいの大きさが必

要という結論になったこと、佐々木氏から

は、道州制で政治を変え、日本経済を活性化

し、むだを徹底的に排除できることなどが述

べられました。 

 道州制関係の説明は、以上でございます。 

 

○中村博生委員長 続きまして、議題３につ

いて能登市町村行政課長。 

 

○能登市町村行政課長 市町村行政課の能登

でございます。座らせていただいたまま、御

説明させていただきます。 

 本日は参考資料もつけておりますけれど

も、資料20ページからの「政令指定都市実現

に向けた動きについて」に沿いまして、御説

明させていただきます。 

 資料のうち20ページから28ページまでの政
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令指定都市制度の概要、政令指定都市移行に

向けたこれまでの取り組みにつきましては、

６月議会で御説明させていただきました後、

内容に変更がございませんので、説明を割愛

させていただきます。 

 ６月議会以降の動きにつきまして、政令指

定都市移行に向けた平成23年度の取り組みを

使いまして御説明させていただきます。資料

の29ページをお願いいたします。 

 まず、今後の主なスケジュールにつきまし

て、１、主なスケジュールに記載しておりま

すとおり、想定しております。６月議会以降

の主な取り組みといたしましては、詳細につ

きましては後ほど御説明いたしますが、４月

から７月にかけまして総務省内での説明会な

ど国における本格的な検討に対する対応を行

いました。そして８月29日には、県・市連携

いたしまして総務大臣への要望活動を行って

おります。 

 現在、国におきまして、熊本市を政令指定

都市として指定する政令の改正に向けまし

て、最終的な調整が行われているところでご

ざいます。今後、正式な決定を受けました以

降につきましては、県・市の11月、12月及び

２月の議会に、関連条例等の改正等をお願い

いたしまして、平成24年４月の政令指定都市

移行の実現というスケジュールを想定してお

ります。 

 次に、２の県から市への事務権限移譲でご

ざいます。 

 まず(1)円滑な事務権限移譲の推進のう

ち、①事務権限移譲に係る事務引き継ぎでご

ざいます。事務引き継ぎにつきましては６月

議会でも御説明させていただきましたが、移

譲する事務につきまして、移譲に伴って事務

処理の停滞あるいは住民サービスに影響が生

じることがないように、県・市で連携しなが

ら取り組みを進めております。 

 (イ)にございますように、平成23年度上半

期につきましては、事務処理マニュアルの作

成あるいは個別事案ごとの処理状況、処理方

針等に関する説明など円滑な事務引き継ぎに

向けまして、遺漏のないように準備を進めて

まいりました。 

 30ページをお願いいたします。 

 平成23年の下半期につきましては、(ロ)に

ございますように、住民への周知、関係事業

者等に対する説明会等の開催、諸様式の印

刷、窓口の際の準備、受け付けや事務処理の

シミュレーションなど、熊本市におきます事

務処理を念頭に置いた直前の準備を進めるこ

とといたしております。 

 次に、②の事務権限移譲に伴う県・市間の

人事交流から、飛びまして(2)の区役所開設

に向けた準備につきましては、６月議会で御

説明した内容で現在取り組みを進めていると

ころでございます。 

 次に、(3)区バス導入に向けた準備でござ

います。区役所への交通手段の確保と、公共

交通不便地域の解消を目的に、いわゆる区バ

スを導入することとしまして、熊本市で検討

が進められておりましたが、４月から８月に

かけて実施されました住民説明会で出されま

した意見などを踏まえて、最終的な運行ルー

ト案が示されております。今後、熊本市にお

けるバス交通のあり方検討協議会や市議会な

どの意見を踏まえた上で、11月ごろまでに地

域公共交通会議の協議を経まして、来年４月

の運行開始に向けた手続が進められることと

されております。 

 次に、31ページの県・市連携した取り組み

でございます。 

 まず、(1)県議会における意見書の議決と

総務省への要望活動につきましては、６月議

会で御説明しておりますので割愛いたしま

す。 

 次に、(2)国における本格的な検討への対

応でございます。４月26日、総務事務次官に

対しまして行いました要望活動を受けまし

て、７月８日には総務省内での説明会が開催
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されまして、県市で、これまでの取り組み状

況等についての説明を行いました。その後７

月末には、総務省から関係各省庁に対しまし

て、熊本市の政令指定都市への指定に伴い、

改正が必要となる法令等についての協議が行

われるなど、国における検討が本格的に進め

られております。このような国における検討

の具体化にあわせまして、８月８日から10日

にかけまして、政令指定都市移行に伴い移譲

される事務権限を所管する省庁に対しまして

取り組みの一層の促進につきまして要請を行

ったところでございます。 

 次に32ページ、県並びに熊本市による政令

改正要望でございます。 

 政令指定都市指定の時期につきましては、

移行までの準備期間を勘案しまして、既存の

政令指定都市におきましては、移行を目指す

時期のおおむね６カ月前に閣議決定と政令の

公布がなされております。このような既存政

令指定都市における指定までのスケジュール

を踏まえまして、来年４月の政令指定都市移

行をより確実なものとするために、８月29

日、知事、馬場県議会議長、幸山市長、津田

市議会議長及び大久保熊本市政令指定都市推

進協議会会長で、片山総務大臣を訪問いたし

まして、早期の政令改正について要望いたし

ました。 

 参考といたしまして、先行政令指定都市に

おける閣議決定と政令公布の時期につきまし

て、一覧表を記載しております。 

 (4)の政令指定後の関係条例の改正でござ

います。熊本市を政令指定都市とする政令の

公布がなされた後、熊本市では区の設置等に

関する条例など、県では知事の権限に属する

事務処理の特例に関する条例などの制定・改

廃が必要となります。県では、原則として事

務権限移譲に伴います条例につきましては、

閣議決定後、直近の11月あるいは12月議会

に、区制導入に伴います条例につきまして

は、熊本市で区の設置等に関する条例が可決

された後の２月議会に提案する予定で、現

在、事務準備を進めているところでございま

す。 

 次に、(5)政令指定都市移行に係る周知等

でございます。 

 ６月にも御説明をいたしましたが、熊本市

の政令指定都市への移行が正式に決まった段

階で、窓口が県から市に変更となる事務、行

政区の設置に伴う住居表示の変更、それに伴

いまして既存の許認可や登録の変更が必要と

なる手続などにつきまして、広く周知広報を

行う必要がございます。現在、熊本市とそれ

ぞれの役割分担などについて相談を行いなが

ら、周知広報に向けた準備を進めているとこ

ろでございます。 

 次に、33ページの(6)政令指定都市実現に

向けた気運醸成の取り組みでございます。こ

れまでも熊本市政令指定都市推進協議会にお

ける取り組みや、熊本市の取り組みを支援し

てまいりました。熊本市では政令改正の閣議

決定を受けまして、市役所庁舎前の政令指定

都市移行決定看板の設置やラッピング電車の

運行、カウントダウンイベント等の開催等を

実施する予定でございます。県としまして

も、引き続きこうした動きを支援していくこ

ととしております。 

 最後に、(7)都市計画法に基づく区域区

分、線引きでございます。富合町、城南町及

び植木町の旧３町における区域区分、線引き

の必要性及び本年６月までの取り組みにつき

ましては前回御報告しておりますので、７月

以降の取り組みについて御説明いたします。 

 熊本市では、本年５月から７月初めにかけ

まして開催いたしました旧３町ごとの住民向

けの説明会などで出されました意見を踏まえ

て検討されました、線引きについての市の原

案を７月７日付で県に対して提出しておりま

す。県では市の原案の提出を受けまして、８

月28日に熊本都市計画区域における区域マス

タープラン及び区域区分に関する公聴会を開
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催いたしまして、関係住民からの意見聴取を

行っております。なお、熊本市でも９月４日

に、熊本都市計画区域における用途地域の変

更及び特別用途区域の変更に関する公聴会を

開催したところでございます。今後は、公聴

会で出されました意見やその検討結果を参考

に県としての原案を策定いたしまして、公

告・縦覧、県都市計画審議会への付議など、

都市計画法の手続を経て、平成24年３月まで

には手続を完了するように、県・市で連携し

ながら取り組みを進めていくこととしており

ます。 

 以上、熊本市の政令指定都市移行に関しま

して、６月議会以降の取り組み状況を中心に

御説明を申し上げました。よろしくお願い申

し上げます。 

 

○中村博生委員長 続きまして、政令市移行

後の県のビジョンの検討について、坂本企画

課長。 

 

○坂本企画課長 企画課です。それでは、資

料の35ページをお開きください。 

 政令市移行後の県のビジョンの検討状況に

ついて御説明いたします。 

 主な検討内容として、(1)に策定の基本的

な考え方を記載しております。今議会でも知

事が答弁しましたように、県は県内どの地域

にあっても、夢を持ち、誇りに満ちた暮らし

を送ることができるよう、県内各地域の振興

に取り組むことを基本としておるところで

す。 

 政令市誕生後の一極集中などの懸念を払拭

し、ビッグチャンスを最大限に生かしていく

ため、市町村との意見交換を踏まえ、県内各

地域における強みやアンデンティティーを生

かした取り組みの方向性や地域の将来像を示

す、これが策定に当たっての基本的な考え方

です。 

 次に、ビジョンの主な項目ですが、まず本

県を取り巻く環境という項目を立て、現状分

析をします。その上で、今後の県政における

取り組みの方向性を示します。これまで策定

に当たっての重要な視点として１から３を位

置づけてまいりましたが、東日本大震災を経

て④として安全・安心な暮らしを支え、未来

につながる県土づくりの推進を追加するとと

もに、①から④を県政の取り組みの方向性と

して明確に位置づけることとしました。そし

て今回、策定の基本的な考え方でも述べまし

たとおり、このビジョンは各地域の将来像を

示すことを主眼としており、それを地域ごと

に記載することといたしました。地域ごとと

いうのは、市町村域とか地域振興局管内とか

にとらわれず、複数の市町村が一緒に取り組

む方が効果的なさまざまな広域連携を、より

多く含む地域を想定しております。そのこと

も含めて市町村と考え方の共有を図りながら

進めてまいりたいと考えており、近日中に市

町村と再度の意見交換を行いたいと考えてお

るところです。 

 県としては、市町村や地域住民の自主的な

地域づくりを後押しする、また、産業振興や

交流拡大につながる広域的な取り組みや基盤

づくりに力を入れる、そういった手法で県内

各地域の振興に取り組んでまいりたいと考え

ております。以上です。 

 

○中村博生委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたので、これより質疑に入りた

いと思います。 

 まず、地方分権改革関係と道州制関係につ

いての質疑を行います。質疑のときは、挙手

をお願いいたしたいと思います。質疑ありま

せんか。 

 

○前川收委員 権限移譲の問題ですけれど

も、地方分権改革関係で第２次一括法を先ほ

ど説明をしていただきましたけれども、県は

これまで県の権限を市町村に移譲しようとい
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うことで一生懸命取り組みをしていただいて

おりました。 

 ただ、いろいろ話を聞くと、県の思いと市

町村の思いに若干ずれがあって、県から受け

てほしいという話をしても、なかなか市町村

が権限を受け取らないという事態があったと

いうことは、今までの議論の中であっていた

と思います。その原因は、１つにはやっぱり

財源の問題、もう１つはマンパワーの問題、

人材の問題、そういった基礎自治体がこれま

で県がやってきたようないろんな手続につい

てしっかり機能できるような、基礎自治体そ

のものがまだ熟成してないというか、できて

ないという部分もあって、県から市町村に対

する権限移譲については非常にスローペース

でやってきたと思っています。最近やっと、

非常に象徴的なパスポートが市町村でできる

ようになりましたけれども、これはたぶん

４、５年前から言ってきた話でありますか

ら、まあスローペースなんだなということは

思っておりましたし、そのことはそのことで

やっていかなければいけないというふうには

思いますが、今回、一括法のスケジュールを

見ると、国の法律で権限移譲をしなさいとい

う義務的なものとして、市町村の裁量とは別

に、一遍にどんとやりますということになる

のか、そこは法律だからそうなのかもしれま

せん、１年間の猶予期間は置いてありますけ

れども、もし仮にそうであるとすると、これ

までのペースから考えると非常に混乱するん

じゃないかなということを、県がやってきた

ペースから考えると非常に混乱するんじゃな

いかなというふうに思っていますけれども、

その点についていかがお考えですか。 

 

○坂本企画課長 まず１点目の、財源の問題

が御質問にあったと思いますけれども、市町

村に権限が移譲されることに伴って、市町村

への財源措置がどうなるかということにつき

ましては、地域主権戦略大綱の中でも、国は

権限の移譲に対し適切に既存の財源措置を見

直し、市町村に対して地方交付税や国庫補助

負担金などに関し確実な財源措置を行うこと

とすると明記されております。今後、閣議決

定に基づいて国においても適切な財源措置が

講じられるものと考えておりまして、財源上

の問題としては市町村が受けるということに

関しては、国が適切な措置をするものと思っ

ております。 

 

○古閑人事課長 人事課でございます。 

 体制につきましては、前川委員御指摘のよ

うに、これまでは特例条例の場合、県と市の

協議が整ったものについて移譲をさせていた

だいておりました。そういう意味では、体制

の方も市町村の方で十分整えられますし、必

要に応じて、県の方で研修生を受け入れた

り、逆に県から市町村へ派遣したりというよ

うな支援もやっておりました。 

 ただ、今回は法律でということになります

ので、すべて協議云々にかかわらず移ること

になりますので、そこら辺は今、市町村行政

課とも連携しながら、市町村に対して引き続

きそういう職員の派遣並びに研修生の受け入

れ等もさせていただきながら、市町村の支援

については引き続きやっていきたいというふ

うに考えております。 

 

○前川收委員 法律ですから、もういやおう

なしに、いついつまでに移譲しますという話

ですから仕方ないのかもしれませんが、基本

的にこれは市町村は大変ですよ。決して歓迎

してないと思います。というのは、これ４ペ

ージですか、移譲事務の内容をちらちらっと

見ただけで、非常に専門性の高い内容が移譲

されているということについて、これは県に

移管されても大変だろうなと思うようなもの

を、市町村にいきなりぽんと持っていくとい

うような形になるのであれば、相当なマンパ

ワーはきちっとした中身がわかってないと、
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これはナショナルミニマムが必要な部分が仮

にこの中にあるとしても、恐らく市町村単位

でばらばらになっていくという状況があろう

かと思いますけれども、その点についてはい

ろんな議論はされたんでしょうかね。 

 要するに、市町村は表向きは権限移譲と言

っていますけれども、実態はやっぱり合併市

町村であっても、そんなに、とてもじゃない

けれども今が精いっぱいという状況で、新た

な仕事がどんどん入る、これだけ見ても、ま

だこれ以外にもたくさんある、これは代表的

なものというふうにさっき説明があったと思

いますけれども、これは代表的なもので、こ

れ以外にもどんどん、あと２年ぐらいで一遍

に「はい」と、金はつけますと言われてやら

れたって、とてもじゃないけれどもできない

と思いますけれども、そういう市町村の意見

というのはどこかでちゃんと集約されて、議

論されているんですかね。地方６団体とかも

ありますしね。これは、やっぱりじっくりや

らないと、権限をやればいいというものじゃ

なくて、やられた権限がきちっと機能して、

本来住民サービスがきちっと本当に成果を出

すというような形がなければだめだと思うん

ですけれども、その点についての経過が何か

あったかどうか、ちょっと。情報があれば教

えてください。 

 これは大変ですよ。委員の皆さんは基礎自

治体の実態は御存じだと思いますから、おわ

かりでしょう。県から、協議をしながら権限

移譲をやりましょうといって一生懸命やって

きたのに、本当、もう少し……。県は頑張っ

たと思いますけれども、やっぱり市町村が受

け入れ態勢をつくるのが大変だといって、な

かなかスムーズにいかなかったんですよ。そ

れを、こんどは法律で一遍にどんと一括で、

たぶん何百になるんですかね、よくわかりま

せんけれども、これ見ただけでも相当な部分

が、許認可にかかわる重要な案件が一遍に権

限移譲される。お金の問題もでしょうけれど

も、むしろマンパワーですね。こういった政

令、法律にきちっと精通した人が、各基礎自

治体に、市町村にいて、そのことをきちっと

組織的に判断していけるということを、ちゃ

んとやろうとすれば大変だと思いますけれど

も。 

 

○能登市町村行政課長 前川委員の御指摘の

中で、今の状況につきましてちょっと御説明

といいますか、お話しさせていただきたいと

思います。 

 先日、この第２次一括法の行方がなかなか

わかりませんでしたので、説明がなかなかで

きませんでしたけれども、９月14日に市町村

に対しまして御説明を行いました。 

 今回、第２次一括法により移されます事務

のうち、かなりの部分がすべての市町村へと

いうものは９つというふうに整理しておりま

す。残り29は市へ、あるいは保健所設置市へ

というのは９つ、さらには政令指定都市へと

いうのもございますので、すべての、いわゆ

る小規模な市町村までということにつきまし

ては、かなり限定される事務でございます。 

 さらに、このうち幾つかの事務につきまし

ては既に、先ほど委員の方から御紹介があり

ました県からの移譲で、既にもう移譲してい

る事務もございます。例えば、私の市町村行

政課で担当しております、町や字の区域を申

請する届け出というものは、すべての市町村

へ移譲されるんですが、もう現段階でこちら

については権限を移譲しております。そうい

ったことで、小さい町村まですべて影響が及

ぶかというと、どの程度かまだはかりがたい

ところがございますが、できる限り影響が少

なくて済むよう、スムーズに行われますよう

関係各課を集めましての会議も行いました

し、できるだけスムーズにいくように努力し

ていきたいというふうに考えております。 

 

○古閑人事課長 補足ですが、今市町村の移
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譲先について御説明がありましたけれども、

市町村と連携しながら、どれくらいの業務量

が実際あるのかということで調査をさせてい

ただいております。正確には、まだ政省令が

出ておりませんので現時点でという数字でご

ざいますが、約１万時間でございます。職員

１人大体2,000時間という計算をしておりま

すが、県全体の業務量で５人分ぐらいの業務

量でございます。ただ、前川委員御指摘のよ

うに、メニューが非常に豊富でございますの

で、そこは県のいわゆる事業所管課と連携し

ながら、例えばマニュアルをつくるとか、そ

れに基づきました研修会を開くとか、そうい

うことでできるだけ市町村の負担がないよう

に、市町村行政課とも連携しながら今後取り

組んでいきたいというふうに考えておりま

す。 

 

○前川收委員 いずれにしても、やらなけれ

ばならない部分だということはよくわかって

いますけれども、スケジュールが非常にタイ

トだなというのが率直な印象であります。７

ページを見ても、今年度中に条例までつくれ

と、市町村が条例改正しなさい。来年度一定

期間、経過措置を見て25年から完全実施とい

う、要するに１年半しかないという状況で、

かなりタイトで、見方によっては乱暴という

言い方すら当たるようなやり方だなというふ

うに私は思っておりますので、しっかり市町

村の意見を聞きながら、フォローできるとこ

ろは県でしっかりフォローするなり、また細

かな部分はまだ決まってないというお話であ

りましたから、細かな部分の研修をしていた

だいて、国に対してもちゃんと、物申すとこ

ろは物申しながら、この部分はまだ県までで

とめておってくれとか、そういうことが言え

るかどうか私はわかりませんけれども、率直

にやっぱり実態把握をしながら慎重にやって

いただきたいし、市町村の意見をしっかり尊

重するようなやり方というものをやってくだ

さい。表面は非常にいい話で、地方分権だ

と。私は地方分権には少し異論もあるんです

けれども、看板だけはいいけれども、中身は

市町村はもう困りましたという話。市町村が

困るまではまだいいとしても、地域住民が困

るということにならないように、ぜひお願い

しておきます。以上です。 

 

○中村博生委員長 ほかにありませんか。は

い、松岡委員。 

 

○松岡徹委員 さっきから執行部の話を聞い

ておると、地域主権改革、道州制、そしてそ

れと関連して広域連合、それと関連して九州

広域行政機構というようなことで、何かこの

流れが至極当たり前の流れみたいに聞こえる

わけですけれども、この特別委員会自体は、

それに乗っかって「はい、そうですか」とい

う委員会ではなくて、さまざまな角度から議

論するということですからね。 

 １つはここで必要な財源については必要な

措置を講ずるとなっているけれども、道州制

になって財源はどうなるのかという点での、

熊本県として、知事は道州制に一生懸命にな

っているけれども、執行部として事務方とし

てどういうふうに見ているのかということを

ですね。こんなに書いてあるから大丈夫とい

うふうに、私たちに言い切れるのか。 

 それから、この地域主権改革の国の12月の

アクションプランですね、あれでは重点的に

道路を、直轄河川それからハローワーク、そ

れから共通課題ということで、そういうチー

ムをつくってやりましょうということになっ

ていますね。九州広域行政機構が提案してい

るのは、丸ごと受けますと、ただ当面は経済

産業省関係と九地整と環境事務所というよう

なことなんですけれども、それでハローワー

クについては出先機関を廃止して丸ごと移す

といった場合に、どういうふうに自治体とし

ては見通しを考えているのか。それから九地
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整については、どういうふうに見ているの

か。大きなところで、その３つについてちょ

っと答えてもらって、僕の方からまた言いま

すけれども、どうですか。 

 

○坂本企画課長 １点目は、財源問題です。

今取り組んでいますのは、国の出先機関の廃

止の受け皿としての九州広域行政機構である

から、すべての財源、人員そういうものを国

の方でどうするかをちゃんと確保してほし

い、担保するように法律に書き込んでほしい

というようなことを要望しています。 

 道州制のときにどういう財源になるのか、

そのイメージについての議論はまだ行ってい

ないという状態であります。執行部として、

それをどう見ているのかというのは、執行部

内でそういう議論を具体的にやったことは、

今のところはまだないです。 

 次に、河川だとかハローワークだとか、そ

ういうものは今まで全国知事会の分権移譲す

る事務の中でも当面一番に出てきたような課

題です。ハローワークにつきましては、それ

ぞれ県に移譲を受けようということで、それ

は全国知事会のスタンスとして要求を続けて

います。これは、今もハローワークは各県ご

とにありますので、そういう意味では県への

移譲というのが早くできるのではないかとい

うことで、全国知事会としてもそういうスタ

ンスですし、ハローワークについては県とし

ても九州知事会としても、丸ごと九州広域行

政機構への移譲を求めているわけではなく

て、県への移譲の方が先にできるのだろうと

いうことで、それを進めています。 

 それと九地整につきまして、その道路がど

うだとか河川がどうだとか、これは県へと

か、これは市町村へとかいうような仕分けを

するよりは、これについては九州広域行政機

構の方で九地整を丸ごと引き取った方がいい

という判断で今動いているところです。 

 

○松岡徹委員 皆さんも大体共通認識だと思

うんだけれども、平成の合併があって非常に

痛い目にあった。それから小泉さんのときの

三位一体改革ですね、税財源の移譲というよ

うな非常に聞こえのいいことで、しかし結果

としては交付税がうんと減らされて、あのこ

ろ熊本県だけで４年間でプラスマイナスする

と600億ぐらい縮減されているわけだね。そ

ういうのが、いわば財源措置を講じますと言

うたけんといって、果たして信用できるか

と、はっきり言って信用できないということ

だと思うんですよ。現に、道州制についての

日本経団連の提言では、道州制というのは究

極の構造改革だと言っている。道州制で国の

支出を減らす。道州制ビジョン懇談会の財政

専門委員会ではどういう議論がなされている

かというと、国の資産は道州に売却しましょ

う、道州は時価で買い取り、道州で償還をし

ていく。建設国債については、資産の移管と

同時に債務を移管するというようなことに、

そういう議論になっているわけですよ。です

から、私はやはり当然、この特別委員会とし

てもそうだけれども執行部も、こういうよう

な問題をしっかり議論して、そしてやっぱり

チェックをしていくと、「はい、そうです

か」という、いわば道州制も地域主権改革も

広域連合も地域行政機構も、いわば一体の流

れの中のものですよ。だから、知事が言って

広域行政機構をつくったからそれでいきまし

ょうというような、そんな単純なあり方では

いかがかということですね。 

 それからハローワーク問題も僕が調べたの

では、例えば雇用というのは熊本県だけでな

くて他県に要望があるわけです。他県への要

望は通常、大体２割ですよ。新卒の場合は、

４割ぐらいが他県への要望なんですよ。だか

ら、やっぱり労働行政とか雇用行政というの

は、全国的なものでなければならない。ＩＬ

Ｏの88号条約では、国の勤労権を国がちゃん

としなくちゃいかんというので成っていて、
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憲法27条だって法律でと成っているわけだ

ね。だから、こういう点を都道府県でハロー

ワーク業務が、本来のハローワーク業務ね、

労働行政というのは、例えば雇用保険にして

も労災保険にしても労働基準行政にしても全

国一律でなければ、熊本はこうです、大分は

こうです、大阪はこうですというようなもの

ではないでしょう。だから、そこら辺の問題

も、ハローワークは県でというのが本当にで

きるのかということを、きちっとやっぱり見

詰めないといかん。 

 それから九地整に至っては、もちろん九州

でと言うけれども、僕が調べたところによる

と河川法ですね、河川課はだれか来ておるか

な。旧河川法は、明治の都道府県単位だった

んですよ。そうすると、都道府県単位で堤防

の高さなんかも違うものだから、いろんな水

害が起きたり、あるいは水利権の問題とかさ

まざまな問題があって、昭和30何年かから４

年間議論をして、40年に新河川法が施行され

たんですよ。その新河川法では、やはり全国

的な基準で、例えば防災では水防法も決まっ

て、いわば気象庁が観測を出して、そして国

の出先機関が主な河川は管理して、それ以外

は県とか市町村が管理する、そういう体系が

できているわけですよ。 

 そういうのを、いわば地方地方で分断して

移すということがどうなのか。河川法の歴史

なんかは、ちゃんと総括をして現状はどこが

いわば不都合があって変えなければいかんの

かというような問題なんかもきちっと検討し

た上で、知事が音頭をとっている九州広域行

政機構は、九地整を当面引き取りましょうと

いうようなことになっているのか。知事は熊

本県の責任者だから権限はあるけれども、知

事だけで勝手にやっていいというわけではな

いわけでしょう。ですから執行部の方は、そ

ういう問題についてはどういうふうに議論し

て煮詰めているのか、知事とは話し合ってい

るのかということを、ちょっと聞きたいと思

います。 

 

○前川收委員 関連で、いいですか。先生の

関連は言いにくいんですけれども。道州制に

私は一部賛同しております。僕も今まで皆さ

んに言ってきたことと、ほぼ同じ部分がたく

さんあります。 

 ただ今回、東日本大震災が起きました。あ

れだけの大災害が起こったときに、果たして

広域行政機構が既に生まれていて、丸ごとい

ただいていたという状況の後で、あのような

震災が仮に、あってはならないんですけれど

も、仮に起きたというときに、果たしてどう

対応できるのかなということは率直な不安と

して、当時は余り気づかなかった部分ですけ

れども、今はやっぱりそこをきちっとシュミ

レーションしておかないと大変なことになる

と私は思っておりまして、あの同規模の災害

が起こらない方がいいわけですけれども、仮

に起こったときに、原子力の問題もそうです

よ、それから道路や河川や、すべての社会資

本、インフラがずたずたに壊されたというこ

と。それを復興するために、新しい国で省庁

までつくる、復興庁までつくるとか、いわゆ

る国の機関総動員で、今オールジャパンで

「頑張ろう、にっぽん」なんですね。ところ

が、いわゆる広域行政機構の所管ですという

形に仮になった場合に、オールジャパン「頑

張ろう、日本」じゃなくて、「頑張ろう、九

州」という形でやられた場合には、とてもじ

ゃないけれども税金の問題も含めて、財源の

問題も含めて対応できるはずがない。東北で

すら、オールジャパンでも大変だと言ってい

る状況なのに、できるはずがないというふう

に思っています。もちろん、ここに13ページ

の２の丸の２つ目に、「大規模災害に国と地

方が連携して迅速に対応するための仕組みを

確保」と書いてありますけれども、これはよ

っぽど明確にしておかないと、本当に大変な

ことになるというふうに思いますから、そこ
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はきちっとやっぱり明確にしてもらわなけれ

ばいけないと思います。 

 河川法の問題も同じです。そこは、やっぱ

り複数県にまたがってやっていっているこ

と、それから高速交通体系をつくろうとした

ときに、それは財源問題も含めて、果たして

こういった広域行政機構だけでやれるのか、

こういうのはやっぱりオールジャパンから持

ってくるべきだという意見を私は持っており

ますけれども、そういうところもしっかり考

えていただきたいと思います。 

 それから、最後にもう１回、大規模災害時

については、しっかり煮詰めてやらなければ

いけない。国の了承をとることが前提ですけ

れども、オールジャパンでやれるのかという

こと。そこも、まだ詰まってはないとは思い

ますが、意識として持っておいていただきた

いと思います。 

 広域行政機構については、さまざま権限移

譲も含めた動きがずっとあっていますけれど

も、やってくださいという前提で議決はまだ

してないと思っていますので、皆さん方の御

意見を聞いているという状況ですから、皆さ

んサイドとこちらサイドは少し違いますか

ら。 

 

○中村博生委員長 県も、国とのあいまいな

議論なんかしてないと思いますけれども、さ

まざまな今までの例を委員が言われまして、

本当に大きな問題、小さな問題あろうかと思

いますけれども、知事が１人でというような

話もありましたが、そうじゃなくて、やっぱ

り議会、この委員会でいろんな議論をして進

めるということでありますので、その辺も執

行部におかれましては、きちっとしたあれを

やっていただきたいと思いますし、国からの

取りまとめがこないということで、今回の委

員会はちょっとという部分がございますけれ

ども、やっぱりこの委員会で決定した議論を

進めるということが基本でございますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 

○松岡徹委員 僕が今言った点について、ま

だあるから。 

 

○駒崎総務部長 いろいろ御意見をいただき

まして、ありがとうございます。 

 大きく分けると、御心配の点は２つあるの

かなというふうに感じましたのは、１つは道

州制の動きが地方分権ということに名を借り

て三位一体の改革のときのような、国の合理

化の手段になってしまうんじゃないか、それ

で地方にいろいろしわ寄せをして、国は身軽

になる、財政も非常に厳しいですから、そう

した国の合理化の手段になるんじゃないかと

いう危惧が１つおありかと思います。平成の

合併の話も出ましたけれども、合併を進める

中で合併しても交付税は減らないとか充実し

ていくということを言いながら、一方では三

位一体の改革で交付税の総額が減ったもので

すから、合併しても財政は厳しくなったとい

うことで随分話が違うという印象になったか

と思いますが、それは合併によるメリットと

交付税による削減というものが同時に行われ

たものですから、効果が打ち消されたような

印象になったとは思いますが、そうしたこと

を含めまして、過去の経過なんかも再確認し

ながら今後取り組んでいく必要があるかとい

うふうに考えております。 

 もう１点は、平時と有事のことであろうと

思います。道州制のメリットを言うときに

は、通常の意思決定が一々国の出先機関なり

あるいは霞が関までお伺いを立てないと決ま

らないという平時のパターンのことを言って

いて、地方の自主的な意思決定ができるよう

にしたいということで言っているんですけれ

ども、その一方で、今両委員からお話があり

ましたように、東日本大震災のような一朝事

が生じたときに、本当に地域だけの段階で対

応できるかという危機感をお持ちかと思いま
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す。ただ、その点につきましては、平時の仕

組みですべて東日本大震災のような大変な国

難のような事態にすべて対応しろということ

の道州制導入ではないと考えておりますの

で、仮に道州制を進めるとしても、そうした

事柄については国を挙げてというふうな仕組

みとしっかりと連携させていくことが必要で

はないかと思います。そういういろんな論点

があるかと思いますので、委員から御発言が

ありましたように、また委員長からも御発言

がありましたように、この委員会でしっかり

御議論いただいて、意見を承りながら執行部

としても対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 

○松岡徹委員 さっき九地整問題では河川を

言いましたけれども、道路の問題ですね。大

体、今の道路とか橋は高度成長の時期にだあ

っとつくられたわけですね。いろんなデータ

を見ると、築50年以上の道路や橋が８％から

９％、国のものと地方のものでちょっと違う

が国関係が８％、地方関係が９％。あと10年

たつと27％になる。それから20年たつと54％

になるとか、そういうデータが出ている。つ

まりこの土木関係では、新しいのをどれだけ

何をつくるかということを全く否定するつも

りはないんだけれども、これからはやっぱり

その維持修繕ですね。そこが大変な時代にな

ってくるんですよ。ところが実際、国のあれ

はどうなっているかというと、道路法の42条

で維持修繕に努めなければならんとなってい

る。２項では、政令で定めるとなっておりま

す。政令を見てみると、道路をつくる道路構

造令とよく言うですね、道路構造令はあるん

だけれども、維持修繕の構造令、いわば政令

というはないんですよ。さらにいろいろ調べ

てみると、道路局長の通達があって、「前例

にならう」となっております。前例は何があ

るかというと、大正時代のいわば維持修繕令

というのがある。その次は昭和37年の道路管

理要綱というのがあるぐらいですよ。つまり

国として、いわゆる道路や橋の国民生活の安

全・安心のために一番大事なそういったもの

の維持修繕というのは法律もないし政令もな

いというのが実態なんです。 

 だから、これからいわば国の管轄の道路や

橋、県や市町村の道路や橋なんかを含めると

大変な時代がくるわけですよ。そういうのを

ひっくるめて、いわば丸ごと九地整で引き受

けましょうということになるわけですよ。そ

んなのは一体どういうふうに考えて、蒲島さ

んはほいほいと広域行政機構なんかを提案し

て、「それ行けどんどん」でいっているのか

というような問題ですね。こういうのはどん

な仕事、明日、建設常任委員会でもう少し詳

しくやりますけれども、どうですか、そうい

うような問題なんかもきちっと議論して、い

わば九地整を丸ごといただきますというのが

どういう意味を持つかということを、やはり

我々議員もそれから執行部も、よく考えてや

らないといかんということですよ。その辺に

ついて、どうですか。どなたか。 

 

○河野企画振興部総括審議員 済みません、

土木部ではございませんが、出先機関の原則

廃止とその受け入れというものにつきまして

は、要は国の意思決定機関の霞が関と出先機

関というのは、出先機関だけを切り取るよう

な形に今なっていまして、今後の作業の中で

もうちょっと先になるのかもしれませんが、

大臣権限と局長権限というのがあり、どのよ

うに整理するかというのを、今もいろいろ課

題として上がっていますけれども、先ほど河

川関係でおっしゃっいました、私もちょっと

いろいろ河川関係にかかわった関係で言いま

すと、河川では基本方針というのは大臣が決

めて、100年のスパンで基本方針を決めて、2

0年か30年の整備計画でやっていくというよ

うな骨格は御承知と思うんですけれども、こ

ういった骨格の中で、基本方針は大臣が決め
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るという形になっております。だから、こう

いう全国統一でいろんな形が全く今回の受け

入れでがちゃがちゃになるかというと、その

辺は今後、全国的にどうしても統一すべきも

のはきちっと統一する中で、やっぱりその中

の整備計画あるいはその事業の優先順位ある

いはそういう問題に対して、地元の意見を聞

きながら自己決定していくという部分や、い

ろんな分野の整理がまだこれからだと思いま

すので、今、何か100かゼロかという形では

なくて、そういった議論が今後、道路も含め

ていろんな省庁の移管をするに当たりまして

は、そういう省庁のいろんな業務はそういう

ような整理あるいは検討もこれからやってい

くという形で考えております。 

 

○松岡徹委員 河川の議論はまたゆっくりや

ってもいいけれども、それは置いて、私が言

いたいのは、とにかく国の財政が厳しいから

地方に回しましょうとか、国がやるべきこと

をやらないで、いわばそのままにして地方に

移しますというような仕組みをつくったらい

かぬということですよね。もっと、やはり国

で憲法などに基づいて、あるいは法令に基づ

いてきちっとやるべきことをやる、そういう

点での改革が求められていると。例えば道路

の問題でも、いわば維持修繕で、こういうこ

とらしいんですよ。予防保全と、あんまり傷

まぬうちに修繕なんかをすれば、大体100年

はコンクリート構造物でももつらしいんです

ね。ところが事後保全といって、もういよい

よいかんようになってやったその維持修繕で

すね、それでは大体平均60年らしいんです

よ。そういう研究論文がありますよね。 

 だから本当に、今は国から地方に移すとい

うよりも、さっき言ったように維持修繕のい

わば政令もないわけだから、そういうのをき

ちっとして予算もつけて、そして予防保全に

力を入れるというようなことを国に地方から

求めるべきであって、道州制どころかという

ようなことを、政府に言って聞かせるべきで

すよ。 

 

○中村博生委員長 いろいろありました。そ

れは県は県としてやっているものと思ってお

りますので、今後とも徹底した議論をやって

いただきたいというふうに思います。 

 ほかにありませんか。 

  （発言する者なし) 

○中村博生委員長 ほかになければ、次に政

令指定都市関係について質疑を行います。質

疑はありませんか。 

 

○前川收委員 政令市関係で、いろいろビジ

ョンをつくったりとかいうことでお話をして

いただいております。きょうの説明では、ほ

とんど事務手続的な流れの御説明をいただき

ましたけれども、県民の一番大きな関心事と

いうのは、今回の一般質問、代表質問の中で

政令市問題について触れていただきました

し、知事からは、熊本市は今後熊本県のセッ

ター役で、きちっとトスを上げて全県の浮

揚、県内の政令市以外の地域の浮揚のために

もしっかりトスを上げていくというような言

葉が答弁の中で、記憶ですけれども、正確じ

ゃないかもしれませんが、そういう趣旨の御

答弁がございました。そのことにやっぱり大

きく期待をしているわけでありますし、政令

市が県勢全体を引っ張っていくということに

ついては、県民全体のコンセンサスだという

ふうに私は思っております。 

 そういった中で、いよいよ来年の４月から

政令市が始まります。これまで県が持ってい

た権限を、さっきの道路の話もそうですけれ

ども、やっぱり移管されて政令市の方にいく

わけでありますね。そのときには、本当にセ

ッター役になっているのかどうなのかという

ことが、私は問われると思うんですよ。県と

市町村の制度の違いがあることは認めており

ますし、それは県の制度と市町村の制度が全
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部同じである必要はないというふうには思っ

ています。ただ今回は、これまで県がやって

いた仕事を市町村に移すことによって、県内

全体のセッター役が果たして県内全体のセッ

ター役にならなかった場合にどうなるのかと

いうことを、１つ問題提起をしたいと思いま

す。 

 今の熊本市の制度でいくと、これは主に入

札・契約制度の話なんですけれども、熊本市

民でできる仕事、指定業者でできる仕事、こ

れは当然熊本市でやっていただく、これは当

然です。これはどこの市町村でもそうですか

ら、それは構いませんし今後もそうやってい

ただきたいというふうに思っていますが、そ

の次が問題なんですね。熊本市内の業者さん

だけでできない場合には、市外もしくは県

外、市外・県外の業者の人たちにやっていた

だくという形になっています。つまり、いわ

ゆる県内という視点がないんですね。熊本市

内かそれ以外か、県外も含めたそれ以外かと

いうことなんです。今回移管される仕事のほ

とんどの部分は、まずは県内という形でやっ

ていただこうということで設定されてきた事

業が、県がやっていたわけですから、ほとん

どというか全部そうですよ。どうしても県内

でできない場合には、県外の人たちにやって

いただくという形になっているわけですね。

つまり熊本市がこのままいって権限移譲をし

て仕事の方もやっていただくということにな

った場合には、熊本市内でできる仕事は熊本

市内の人たちでやっていただく。当然ですか

ら、それはいいです。熊本市内でできない仕

事の場合は、これまでは県内という規定があ

ったのに、県内が外れて、県内も県外も同率

で一緒に、熊本市以外の人たちにやっていた

だくということに、今の制度ではなっていま

す。調べました、なっています。ということ

は、知事がおっしゃった答弁は、あれはうそ

とは言いませんけれども、そうならないです

よ。熊本市が上げるトスは、熊本県民だけじ

ゃなくて県外まで含めてどこでも打ってくだ

さいというトスになってしまっているという

ことです。 

 これは細かな話なんですけれども、そうい

った細かな部分をしっかり検証していかない

と、政令市はお祭り騒ぎで、みんなでお祝い

するのは気持ちとしてはわからぬでもないで

す。しかし、県政全体でどういう影響が出る

かという部分については、やっぱり細かく検

証していきながら、まだ権限移譲していませ

んから。する約束はしていますけれどもね。

その部分の中で解消すべき問題点というの

は、やっぱりまだあるんじゃないか。たまた

ま、これは１つ見つけてきた、私が見つけて

きた部分なんですけれども、県政でやってき

たことが市政に移った場合に、根幹的には、

県と同じような考え方を市が持っていただけ

るのかということですよ。県政の中では、我

々は議員提案で中小企業振興基本条例とい

う、県内企業を育成していこうという強い意

識を持った条例を、議員提案ででもつくって

やってきていただきましたから、他県よりも

熊本県はそういう意識は相当強く持っていら

っしゃると思います。ただ今回、その熊本県

が持っているいろんな権限を政令市に移した

場合に、その精神が引き継がれないで、今ま

での熊本市と同じですということになってし

まえば、例えば備品調達だってそうですね。

熊本市内で調達できるものを市内で調達いた

だける分については、もう当たり前のことで

すからぜひやってくださいと。熊本市内で調

達できないものは市外、県外で取ってくれ、

調達してくれということであれば、我々の精

神は引き継がれてない。つまり、まず市内

で、これは当たり前です。市内でできないも

のは県内でと、この県内という意識をきちっ

と持つこと、明文化すること。県内でもでき

ない場合には仕方ない、これは熊本県でもそ

うですから、それは仕方ないです。これは熊

本県でもそうですから県外の力を借りるとい
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う、その県内という意識がないですよ。少な

くも、この熊本市の現行の入札契約制度に

は、県内という意識はないんです。県内・県

外だ。つまり同列なんです。県内と県外は、

同列に扱われているんですよ。熊本市から見

れば、熊本市以外はみんな一緒ということな

んです。それでは政令市は困るんですよ。知

事の答弁は、県内全体の浮揚のために、セッ

ター役でトスを上げると。県外にトスを上げ

られて、県内の人には届かないという話であ

れば、私は知事答弁はうその答弁になって、

現実味にならない答弁になると思います。 

 まず、この問題についての実態はどうなの

かを、ぜひ御答弁をいただきたい。事実関係

を。 

 それと、これらに類するようなものがやっ

ぱりないのか、それぞれ所管課でしっかり調

べて、政令市前にまだ今度の議会の議決もあ

るようですけれども、条例議決等もあるよう

ですけれども、その辺のところを整理しても

らわないと、そういうことだけでいくと、お

祭りムードに私は反対しますよ。やはり我々

は気持ちの、お祭りムードはいいんだけれど

も、実態がどうなるのかというところをしっ

かり見極めていかなければいけないというふ

うに思います。御答弁をお願いします。 

 

○金子監理課長 まず実態でございますけれ

ども、委員御指摘のとおり熊本市の入札制度

は県と違っておりまして、２段階方式になっ

ております。熊本市内で市内の業者ができる

ものについては熊本市の業者さんに発注す

る、それ以外については、市外についても県

外についても同じ扱いになっています。特に

大型工事とか特殊工事については、一律県外

に発注という形態になっております。入札契

約制度については、各市町村が独自の判断

で、施工能力を前提に決定すべきものと思い

ますので、当然、各市町村いろんな入札制度

になっております。ただ、委員が指摘してい

るのは、たぶん入札契約に対する参加資格の

問題だろうと思いますけれども、これについ

ては熊本市は現在、大規模工事等は余りやっ

てない関係もありまして、県内業者の施工能

力あるいは施工実績のデータ等を十分見てな

い、あるいは把握してないというところがあ

ろうかと思いますので、中小企業振興基本条

例の趣旨あるいは建設産業の育成の趣旨に沿

って、熊本市に県内企業の施工能力、施工実

績については十分情報提供して、できるだけ

県内に受注が進むような方向にもっていきた

いと思っております。 

 

○前川收委員 権限は違うわけですから、そ

の程度の答弁かもしれません。現行は、今お

っしゃったように県内も、熊本市以外も県外

業者も一律、同率ということは間違いないわ

けですね。やっぱり、そこは権限移譲をやる

前提の中で条件闘争を、事務レベルできちっ

とやっぱりやっておってもらわないと、僕ら

が認めた後でわかって、何じゃこれはという

ことになってしまえば、これはやっぱりおか

しな話になるし、知事が言っているのは、み

んな一極集中になるだろうということを心配

しているんですよ。そこを、やっぱり心配が

ないようにということで、知事も一生懸命セ

ッター役だということで、県内全体の浮揚を

図ると言っているのに、これまでは県が発注

していた場合には県内の企業が取っていた、

受注されていた、チャンスとしてされてい

た。政令市になった途端に県外になりました

という話に、今のままだったらなりかねない

わけですね、今のままだったら。やはり、そ

れは知事の気持ちとは全く逆行する、政令市

効果なんて逆効果になってしまうということ

になると私は思いますので、ぜひその点の是

正を、これからも政令市との協議があるでし

ょう。県と市とのかかわりの中においては、

もう何もものは言ってはいかんわけですか。

発言してはいかんわけですか。熊本市の勝手
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でしょうですか、そういう世界ですか。どな

たか、御答弁を。 

 

○小嶋市町村局長 市町村局長でございま

す。 

 ただいま御指摘がありましたのは、たぶん

道路を中心とした土木の関係の権限移譲だと

思います。これにつきましては昨年の10月、

たぶん10月の10何日ぐらいに基本協定を結ば

せていただきまして、一応権限移譲の内容に

つきまして御確認をさせていただいたところ

でございます。 

 道路関係につきましては、道路法の中で法

令により事務権限が移る部分に一応入ってご

ざいます。したがいまして、これまで先行県

の中で実際その権限移譲の協議をやります場

合に一番大きな課題は、やっぱり今までつく

ってきた道路の既発債、起債でつくっており

ますので、その財源をどうするかとか、そう

いった問題が大体中心になります。それと、

大きな事業をやっていますので、それについ

てのノウハウというものはきちと引き継いで

いけるかということで、人事交流の話とかそ

ういうものが大体中心になってやってまいり

ましたので、先行県の中で我々が把握してい

る中では、今回のような、今御指摘ありまし

たような、それぞれ政令市になった後の、い

わば政策運用といいますか、本来的には自治

体の中の、どう判断するかという権限の領域

に入る問題だと思いますけれども、そういっ

た課題が出てきたということは、ちょっと私

ども聞いておりませんでした。 

 ただ、今前川先生もおっしゃっておられま

すように、こうした課題が確かに今お聞きし

ますと出てくるということでございますの

で、それらにつきましては私どもの方も、土

木の方とも連携をいたしまして内容を把握し

た上で、どんな対応ができるのかなと。これ

は基本的な立場から言いますと、それぞれの

自治権の中にたぶん入ってくる領域だと思い

ますので、なかなか難しいところはあるかと

思いますけれども、その辺のところを勉強し

てまいりたいというふうに思っております。 

 あわせまして、似たような話があるのかな

いのかということにつきましても、そういっ

た情報というものは今まで把握しておりませ

んので、改めてその辺のところはしっかりと

把握してまいりたい、そんなふうに思ってお

ります。 

 

○前川收委員 いずれにしても、それは県が

政令市をつくるために一生懸命、知事が先頭

に立ってこれまで牽引してきたこと、これは

もう事実ですよ、事実。みんな知っている。

その中で何を言ってきたかというと、政令市

効果を全県に波及させて、県政全体のために

政令市をつくるということを知事は明確にお

っしゃってきたわけで、我々もそれを信じて

きたわけであります。 

 制度はできました、政令市もできますとい

って、結果が熊本市内だけです、さっき言っ

た一極集中に全く終わってしまって、これは

一部分かもしれませんけれども、全県的なそ

の誘導につながらない、セッターになってな

いというような状況があるのであれば、議会

としてはやっぱり、わかった以上はそれは

「どうぞ」とは言えないですよ。だから、そ

れは制度とか何とかという話で、権限、制度

の問題であることはわかりますけれども、県

としてこれまで県の協力なしでできたわけで

もないわけでありますから、これまで政令市

を推進してきた理由は、こういうことですよ

ということが熊本市にきちっと伝わっている

のであれば、それは無理なく、ちゃんとわか

ったということで、制度の改正等々は自主的

になさると思うんです。そのためにやってき

たのにという話になるわけですから、当たり

前ですよ。細かな部分の検証も含めて、本当

に知事がおっしゃっている県政全体の牽引役

として、セッター役として権限移譲されたと
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きに、そうなるのかどうなのか。ならない事

項はないのか。ぜひ全般的な事業で権限移譲

の内容の全般的な事業で検証いただき、議会

に報告をいただきたいというふうに思いま

す。 

 それから、今指摘した部分について、今後

どう改善されるのか、されないのか、これも

11月議会で我々は条例改正の賛否を問われる

わけですから、その賛否の参考にしなければ

なりません。たしか11月で、条例改正の議案

が出るはずなんですけれどもね。その参考に

せざるを得ませんので、きちっと報告をお願

いします。以上です。 

 

○池田和貴委員 今の小嶋局長の答弁の中で

ちょっと聞きたいことがあるんですけれど

も、熊本市なら直接自分たちがやることだか

らというようなお話があって、ただ、これは

中小企業振興基本条例というのは熊本県の条

例として一応制定はしてあるわけですよね。

一応というか、これは紛れもなく制定してあ

るわけだから、政令市になっても熊本県条例

は熊本市に当然適用されるはずだろうという

ふうに思うんですよ。そういうことであれ

ば、もう県とすればそういうものがあるわけ

ですから、それをもとに、やはり運用面での

こういう条例があるので、やってくださいと

いうことを、やはりこの時期に熊本市に申し

入れをするということは、別におかしいこと

でも何でもないんじゃないかと、私はそうい

うふうに理解はしているんですけれども、何

かその説明が、どうもそういう意欲が見えな

かったので、私の認識がおかしかったら、お

かしいと指摘をしていただきたいとお願いし

たいと思います。 

 

○田中商工政策課長 商工観光労働部の方か

ら、中小企業振興基本条例の話がございまし

たので簡単に御紹介だけさせていただきます

と、池田委員が今おっしゃいましたように、

県内の自治体も含めて、この振興条例の趣旨

を踏まえた上で対応いただくということで、

これまでもその趣旨の説明、周知というのは

会議を行うところでも努めてきております。

そういったことを今後とも、こういった本日

の議論も踏まえた上での周知というのは引き

続きやっていきたいというふうには考えてお

ります。 

 

○中村博生委員長 局長、何かありますか。 

 

○小嶋市町村局長 私の方へのお尋ねでござ

いましたので……。 

 基本的に今申し上げましたのは、その中小

企業振興基本条例について、それにどういう

形で、熊本市の制度というのは私の方は詳し

いことはまだちょっと把握しておりませんの

で、そのあたりでどの辺のところで抵触する

ことになるのか、その辺のところをしっかり

把握した上で申し上げた方がいいかなという

ふうに思ったものですから、先ほどのような

話になりましたけれども、ちょっと繰り返し

になりますけれども、今前川委員が指摘され

た点は十分理解しておりますが、基本的には

入札制度の運用というのは、どちらかといい

ますとそれぞれ基礎自治体の政策判断といい

ますか、それこそトップの判断の中で形づく

られているというのも事実なものですから、

ただ、そのあたりのところとの兼ね合いの中

で、今回その政令市ということで、既存の今

まで指導の管理をやっていた上に県の今度、

国・県道の維持管理が加わってくるというこ

とで、今おっしゃられたように、今までのや

り方と、もう少し改善した方がいいのではな

いかというふうな話が出てきているのかなと

いうふうに受けとめましたので、そのあたり

のところを調べました上でそれぞれ判断をし

たいというふうに申し上げたところでござい

ます。 
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○前川收委員 もちろん道路とかこの入札制

度の問題を例として言いましたけれども、私

が言いたいのは、もちろんこういうのは現実

の問題としてあるということと同時に、熊本

市の意識ですよ。熊本市がまず中心になる、

市内であれば当然ですよ、市民のためにとい

うのは当たり前。その次に県内という意識を

持っているかどうかですよ。その後に県外

と。その県外という意識をすべての、いろん

な事業、政策推進の中で、熊本市は熊本県の

リーダー役として牽引役として頑張るとおっ

しゃっているのであれば、その意識がいろん

なところにきちっと出るはずなんです、出な

ければいけないんですよ。それが知事の我々

に今までやってきた説明なんですよ。それが

きちっと形になるかということを、それをし

っかり形にしてください。そこを確認させて

ください。今のは、答弁要りません。 

 

○中村博生委員長 よろしくお願いします。

一番大事な部分だと思います。 

 ほかに。はい、山口委員。 

 

○山口ゆたか委員 ちょっと記憶の部分があ

るので正確かどうかわかりませんけれども、

先日、清水が丘学園の件がマスコミで報道さ

れて、教育の分野の充実が図られるというこ

とだと新聞記事に載っておるのを見て、ちょ

っと以前の記憶だと清水が丘学園の事務につ

いては権限を移譲せずに行いますというの

を、ちょっと委員会で確認しておった経緯が

あります。教育の充実を図られることはいい

ことかなと思いますけれども、その教育分

野、分校においてそういう対応をしていきま

すよということで新聞に載っていた。教育分

野だけは熊本市さんは参画されるのかなとい

うふうなことが、ちょっと疑念としてありま

して、そういう連携も必要だろうとは思いま

すけれども、では権限が果たしてどうなって

いくのかというのが、やっぱりちょっと不透

明になったなというのが個人的にあって、そ

のあたりの現在の事情とかわかったらお聞か

せいただければと思います。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課の

吉田でございます。直接の担当は子ども家庭

福祉課になりますが、承知している範囲で申

し上げますと、清水が丘学園は児童自立支援

施設になりますが、これにつきましては平成

９年の児童福祉法の改正で、あそこに入所児

童がおりますが、学校教育を実施しなければ

ならないという改正になっておりました。当

面の間は準じた教育で可ということで、実際

５人ほど教員の方に来ていただきまして、生

徒の指導を行いながら準じた教育を実施して

まいりました。その後、熊本市と協議を進め

ておりまして、と申しますのは、入っており

ます児童が中学生中心で義務教育の課程にな

るものですから、養護施設もそうですが、校

区がございます。そういうことで、その校区

の学校の生徒さん方と同じような形での教育

が施設でできないかということで協議をして

おりました。 

 今回、市の教育部門とも協議が整いまし

て、分校を設置するということで決まったも

のですから準備を進めているということで、

これは特に政令市の制度とは別の話として、

児童福祉法の改正によりまして準備を進めて

きたということで、そのような形になってい

るものでございます。 

 

○山口ゆたか委員 １つの児童施設としての

清水が丘学園の設備とかそういったものは県

が担うということの理解でよろしいんでしょ

うか。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課の

吉田でございます。熊本市につきましては、

本年から自前の市の児童相談所を設置してお

ります。これに伴いまして児童自立支援施設
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につきましても、基本的には自前のものを設

置するというのが原則でございますが、県内

で２つつくるのは大変でございますので、市

から県が委託を受けた形で自立支援業務をや

っているということで、その後につきまして

は県と市の関係は今後も変わることなく、市

が設置すべきものを業務委託により県が対応

していくということは引き続きでございま

す。以上でございます。 

 

○中村博生委員長 ほかにありませんか。松

岡委員。 

 

○松岡徹委員 33ページですけれども、線引

き問題ですね。これは説明会をやりました。

原案をつくってひとまず進めますという形な

んだけれども、実際私がいろいろ聞いたとこ

ろでは、３つの町内どこでも線引き問題では

かなり異論というか反対意見というか出たと

いうふうに聞いているわけですけれども、そ

こら辺のところはどんなふうに考えて、一切

構わずいきますというふうに読み取れるわけ

ですけれども、どういうふうに。 

 

○平山都市計画課審議員 都市計画課でござ

います。今の議員の御意見でございますけれ

ども、公聴会等で地元住民等から、線引きに

対するいろいろな御意見とか御要望をいただ

いております。この御要望や御意見につきま

しては、熊本市が原案をつくっております。

熊本市におきましては地元説明会を経て原案

をつくっている状況でございまして、その御

意見・御要望についての対応については、原

案を作成しました熊本市と対応については検

討しているところでございます。 

 なお、熊本市におきましては公聴会での御

意見・御要望に対して、１人でも多くの方に

御理解をいただこうということで、合併旧３

町の各総合支所に再度、相談窓口を開設ある

いは出前講座等の開設等をすることとしてお

ります。より丁寧な説明等を行って、御理解

をいただこうという対応を進めているところ

でございます。 

 県におきましても、決定権者でございます

県は、都市計画法に定めがございます政令市

においては線引きは必須ということになって

おります。法にそぐわない状態にならないよ

うに、熊本市と共同して政令指定都市移行ま

でに線引きをしっかり定めていきたいという

ことで取り組んでいきたいと考えておりま

す。以上でございます。 

 

○松岡徹委員 熊本市の段階でも、かなり出

ていますね。一言で言うならば、線引きはせ

んでくれ。富合なんかも歴史的な経過があっ

て、いわばやっと宇土の方に編入されて、な

しになったら政令市ということで、また、建

物もできん、市街化区域の農地はまた税金が

高くなるとかね。 

 それで新潟市の場合は、線引きは今やって

いるんですか。 

 

○平山都市計画課審議員 新潟市と相模原市

の例がございまして、今委員が御指摘でござ

います新潟市につきましては19年４月に政令

市になりまして、ことしの２月10日に線引き

が都市計画審議会で審議され承諾を得た上

で、３月18日に告示されたと聞いておりま

す。 

 なお、相模原市につきましては、22年４月

に政令市になっておりますけれども、現在そ

の手続の事務を進めているということで聞い

ております。以上でございます。 

 

○松岡徹委員 それは法律は法律だけれど

も、地元にとってみればやっぱりこれだけ矛

盾がある中身ですね。よく熊本市内でいろん

なところで聞くと、例えば飽託４町が合併し

たとき、河内はせんじゃなかったとか、そが

ん意見も出るわけだよな。それで、こういう
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のは拙速にやらんで、新潟だって相模原だっ

て粘り強くあれしているわけですよ。だか

ら、もう少し柔軟に対処できんものかなと。

それで、地方分権の時代とか盛んに国は言う

けれども、こういう類はもっと実情に応じて

県として国にも上げて改善を求めるとか、そ

っちの辺も含めてやっぱり時間をかけてやっ

たらどうかなというふうに思うんですけれど

もね。 

 

○中村博生委員長 要望でいいですか。 

 

○松岡徹委員 要望ですね。 

 

○中村博生委員長 要望ですね、はい。要望

ということですので、よろしくお願いいたし

ます。 

 ほかにありませんか。はい、駒崎部長。 

 

○駒崎総務部長 細かい点で恐縮ですが、先

ほど池田委員から条例の関係で御質問が出ま

したので、若干補足をさせていただきたいと

思います。 

 法律と条例の違いは、若干ございます。法

律の場合は、全国にあまねく適用されます

し、こうした契約の関係でも、例えば政府契

約の支払い遅延の防止に関する法律というの

がございます。これは政府と民間が契約する

と、政府の方が立場が強いので、なかなか代

金の支払いがおくれた時期があったものです

から、工事の請負とか物品の発注とか、それ

ぞれ契約の種類に応じて何日以内に支払わな

ければならないという規定がございまして、

その場合の政府契約は基本的に国の契約で

す。ただ、その法律の最後に、この法律は地

方公共団体も適用するということになってい

まして、法律の場合はそういうふうに書け

ば、地方公共団体にも必ずその法律どおりと

いうことになります。 

 条例の場合、例えば警察関係の青少年の健

全育成の条例だとか暴力団の排除条例とか、

県内にあまねく実施する必要があるものにつ

いては、県の方で市町村であっても暴力団に

便宜を図るような契約をしてはならないとい

うふうなことを規定しているところがござい

ます。 

 今回の中小企業振興基本条例は、基本的に

は県としてこういうふうに取り組む、県とし

て発注する場合はという、いわば熊本県契約

についてはこういうふうに取り組んでいくん

だという条例になっていますので、そのこと

をもって熊本市に直ちに、これと同様にやり

なさいとまでは言えないという点がございま

すので、その点で少し、先ほど小嶋局長が慎

重な物言いに聞こえる答弁をしたかと思いま

すが、ただ中小企業振興基本条例をつくった

熊本県の意思というものは厳然としてあるわ

けでございますので、そういうのを踏まえて

の協力要請的なことはきちんとやっていきま

すけれども、条例の仕組みとしては当然、熊

本市の契約にも適用されるというところまで

はいかないという点で、法律の場合とは少し

ケースが違うという点は御理解いただきたい

と思います。 

 そこだけ、補足させていただきます。 

 

○中村博生委員長 なければ、これで質疑を

終了したいと思います。 

 それでは続きまして、閉会中の継続審査に

ついてお諮りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件につきましては

審査未了のため、次期定例会まで本委員会を

存続して審査をする旨、議長に申し出ること

としてよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○中村博生委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 その他に入りますが、何かございますか。

はい、溝口副委員長。 

 

 - 23 -



第３回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成23年10月３日) 

○溝口幸治副委員長 委員会からの意見書提

出について提案したいと思いますので、意見

書案がありますので、お配りさせていただき

たいと思います。 

  （意見書案の配付) 

○溝口幸治副委員長 若干説明させていただ

きますけれども、国の出先機関の原則廃止に

向けた改革については、先ほど執行部から説

明があったとおり、国の方の議論が停滞して

いるという状況であります。本議会として

も、決してその九州広域行政機構を是とする

ものではありませんが、そういったものにつ

いて検討するに当たって、その材料、方向性

が国から示されないままでございますので、

今後議論を進められないため今回の意見書を

提出するものであります。 

 意見書の概要ですけれども、政府は国の出

先機関の原則廃止を閣議決定しております

が、閣議決定して、その後、本年９月をめど

に中間取りまとめを行うということになって

おりましたけれども、各省庁からの強い異論

が出て、いまだにそれが示されておりませ

ん。しかも、野田首相の所信表明演説でも、

地域主権改革という言葉には触れられており

ませんし、我々としては政府の方向性が見え

ない状態で非常に不安を覚えているというと

ころであります。 

 このため、国に対して、国の出先機関の原

則廃止を進めるのがどうなのか、それからス

ケジュールに変更はないのか、そういったも

のを早急に明確にしていただきたいというこ

とで、意見書を提出するものであります。 

 意見書案については今、皆さん方に読んで

いただいていると思いますけれども、御理解

をいただいて、とにかく国にきちっとスケジ

ュールを早急に示せということと、このまま

改革を進めていくのか否かということについ

て、明確に決めていただくということを求め

るような意見書にさせていただきたいと思い

ますので、ぜひ御理解をいただいて提出させ

ていただきたいというふうに思います。以上

です。 

 

○中村博生委員長 本委員会から意見書を提

出していただきたいという提案でございま

す。これについて、何か御意見ございません

か。前川委員。 

 

○前川收委員 副委員長が「否か」の部分も

おっしゃったとおり、さっきの松岡先生の議

論も含めて、本来これは地方で議論する前に

国がちゃんとそういった部分の議論をした上

で判断をしていかなければいけないはずの話

ですよね。さっきの災害の話だって道路の話

だって河川の話だって、そうです。そういう

のを国では全然せずにおいて、ただ方針だけ

投げておいて「やります、やります」と言っ

ているのが現状ですから、この意見書を通し

てぜひその内容を含めて、だめと言えばだめ

でいいんですから、できないことはできない

と言えばいいわけですから、その辺も含めて

きちっと早く示せという趣旨だと思いますの

で、ぜひお願いします。 

 

○中村博生委員長 ほかにありませんか。は

い、松岡委員。 

 

○松岡徹委員 上から６行目、「地方として

この改革がみずからの判断と責任において行

政を運営する地方分権の理念に沿う取り組み

となることを期待し」というところが、ちょ

っと引っかかるなあ。「期待する」というの

を入れると、僕はちょっと引っかかるなあ。

これ自体が期待を…… 

 

○溝口幸治副委員長 済みません。要は地方

分権というものを、みずから地方でできるこ

とは地方でやっていく責任をきちんと果たし

ていくという、そういう理念というものは、

たぶん共通するものだと思いますし、意見書
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自体も先生、これ決して前のめりとか、すぐ

出してくれと、それを是とするものではなく

て、推進するものではなくて、要は、今の政

府は自分たちで閣議決定をしているわけです

ね。出しますと、スケジュールも示すと約束

しているんだけれども、全く来ない。その中

で、さっきのほかの先生の御指摘にもあるよ

うに、国が決めないことを我々がどれだけ議

論をやっても、やっぱり議論が前に進まない

ので、約束したものをきちっと、まずは示し

てほしい。しかも災害等ありましたので、今

の政府が優先順位をひょっとして落としたり

先送りしようと考えているのであれば、その

ことも早く我々に伝えないと、これによって

地方が振り回されているというような印象を

持っていますので、とにかくきちとやってく

れということを求めたいというふうに思って

います。 

 

○松岡徹委員 最後の何行かはわかるけれど

もね。そもそもが、例えば６月のときは前川

委員が紹介議員になられて、子育ての意見書

を出したですよね、請願だったかな。やっぱ

り地域主権戦略大綱そのものが、やっぱり大

きな問題を含んでおるのに、地域主権という

のは言葉自体は、副委員長が言われたよう

に、もちろん一致するものなんだけれども、

中身なんですね。だから何か「期待する」と

いう言葉が入ると、僕のポリシーに合わんと

たいな。(発言する者あり)きょうの議論を踏

まえて、まとまった方がいいと思います。 

 

○中村博生委員長 今の松岡委員の「期待

し」という部分も含めて、正副委員長にお任

せいただければというふうに思います。 

 それでは、意見書案につきましては、ただ

いまの意見を踏まえて修正をしたいと思いま

すけれども、修正についてはただいま申し上

げました、一任いただきまして議長に提出し

たいと思いますけれども、御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○中村博生委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案を議長に提出いたします。 

 ほかに、その他でありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○中村博生委員長 はい。なお、閉会日まで

に国からスケジュール等の方向性が示されれ

ば、意見書案は取り下げることとしたいと思

っております。 

 このことに関しては、私に御一任いただけ

ますでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○中村博生委員長 ありがとうございます。

そのようにしたいと思います。 

 ほかにございませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○中村博生委員長 それでは、これをもちま

して、第３回道州制問題等調査特別委員会を

閉会いたします。 

  午前11時48分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  道州制問題等調査特別委員会委員長 

 - 25 -


